
《基本目標》

灘㈱．差麟臨等姦安全め確保繰

　子ども達のまわgで交通事故や犯罪に巻き込まれるケースが増えており、子どもが安全に

安心して暮らせるために、警察や学校、地域などと連携・協力のもと、交通安全対策や防犯

対策を推進します。

ア子どもの交通安全を確保するための活動の推進

　子ども達を交通事故から守るために、交通安全標識の整備や、学校や地域等と連携・協力

のもと、交通安全教室や交差点での交通安全指導、啓発活動などの推進を図ります。

推進事業 事業の内容 H21現在 H26目標 摘要 担当

1交通安全教室の開催 保育園や幼稚園、小中学校

等 で児童に交通安全教室を開催

する。また、マタニティスクール

凾ﾅチャイルドシートの使用効
実施中 継続

市民生

?ﾛ
果等について啓発活動を行い、

必要性の理解を深める

2交通安全街頭指導 交通安全学童指導員、交通

安全指導員による街頭指導を

ﾀ施する
実施中 継続

市民生

?ﾛ

イ子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進

　子ども達を犯罪等の被害から守るため、学校や地域の協力のもと、街路灯の整備や自主防

犯活動の推進を図ります。

推進事業 事業の内容 H21現在 H26目標 摘要 担当

1通学路等の街路灯な
ﾇ防犯設備の整備（再

f）
一 一 一

（4）子育てを支援する

ｶ活環境の整備のエ

ﾉ掲載

市民生

?ﾛ

2子どもの安全を守る子

ﾇも110番の家等の推進
i再掲）

一 『 一

（4）子育てを支援する

濠?ﾂ境の整備のエ

ﾉ掲載

市民生

?ﾛ

3自主防犯活動の推進
i再掲） 一 一 一

（4）子育てを支援する

ｶ活環境の整備のエ

ﾉ掲載

市民生

?ﾛ

ウ青少年の問題行動の対応

　青少年の問題行動の早期解決を図るため、関係機関と連携して、早期対応に努めます。

推進事業 事業の内容 H21現在 H26目標 摘要 担当

1青少年健全育成連絡

?cの開催
　青少年問題について関係機

ﾖを召集して役割確認や適切

ﾈ措置等の協議を行い、問題の

♀匀�?�}る

実施中 継続
青少年

ﾛ他

2学校との連携（再掲） L　　一
一 一

（1）地域における子育て

x援のエに掲載

青少年

@課
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《基本目標》

・誰7、）一凄保護児童譲の取り組みの推進

　進行する少子化や核家族化、都市化による新しい市民の増加等により、隣近所や地域との

かかわりが薄く、必然的に子育て家庭の孤立化が進み、育児の負担が母親一人に重くのしか

かり、育児不安のみならず虐待が生じることにもなります。そのため、支援の必要な要保護

児童の家庭に対し、地域とともに支援を行います。

ア児童虐待防止対策の充実

　近年、増加しっっある児童虐待を防止し、子どもの心身の健全な育成を図るため、保育園、

幼稚園、学校、地域、関係機関等の連携・協力のもと、虐待予防や早期発見、早期対応、保

護や支援に取り組みます。

推進事業 事業の内容 H21現在 H26目標 摘要 担当

1家庭児童相談・児童
一 一 一

ω地域における子育て 児童家
虐待相談の充実（再掲） 支援のア③に掲載 庭回

2北広島市要保護児童 関係機関、団体等との情報交

対策地域協議会の運営 換や連携によって、児童虐待の

，防止や早期発見、適切な保護・

x援を図るとともに、啓発活動

実施中 継続
児童家

?ﾛ

等を行う

3虐待の早期発見と予 健康相談や健康診査、新生
防 児訪問等の機会に虐待の早期

ｭ見や支援を行う

実施中 継続
健康推

i課

4主任児童委員・民生 地域に密着した民生委員等

児童委員との連携 の協力のもと連携体制を強化

ｵ、虐待の早期発見や見守り、
実施中 継続

児童家

?ﾛ
支援等を行う

5子どもの権利条例の 条例の制定によって、子ども

制定 の権利について市民の理解を

深め、子どもたちが夢と希望を

揩ｿ幸せに暮らせるまちづくりを

検討中 条例施行
児童家

?ﾛ

進める

イひとり親家庭の自立支援の推進

母子家庭などひとり親家庭が増加しており、子どもの福祉向上のため、母子家庭等の生活

の安定と自立に向けた支援を推進します。

推進事業 事業の内容 H21現在 H26目標 摘要 担当

1ひとり親家庭等医療

?ﾌ助成
　母子、父子のひとり親家庭等

�ﾎ象に医療費の助成を行う
実施中 継続 市民課

2児童扶養手当の支給 　「児童扶養i手当法」に基づ

ｫ、母子家庭に手当を支給する 実施中 継続
児童家

?ﾛ
3母子自立相談の実施 　母子自立支援員を配置して

乱ｫの抱える問題の相談、助言

�sう

実施中 継続
児童家

?ﾛ
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4母子寡婦福祉資金の

ﾝ付
　母子及び寡婦福祉法により、母

q寡婦福祉資金の貸付事務を行う
実施中 継続

児童家

?ﾛ

5生活支援員の派遣 　疾病や介護など支援が必要

ﾈひとり親家庭に生活支援員を

h遣する

実施中 継続
児童家

?ﾛ

6母子自立支援教育訓

絜虚t金の支給

　母子家庭の自立のため職業

P練講座等の受講者に給付金

��tする

実施中 継続
児童家

?ﾛ

7母子家庭高等技能訓
羡｣進費給付金の支給

　母子家庭の自立のため、看

?t・介護福祉士・保育士・理

w療法士・作業療法士の資格

謫ｾ養成機関での修業者に給

t金を交付する

実施中 継続
児童家

?ﾛ

ウ障がい児施策の充実

　教育・保健・福祉など各分野の関係機関の連携のもと、療育・教育等の充実を図り、障が

いのある子どもの健やかな成長と子育てを支援します。

推進事業 事業の内容 H21現在 H26目標 摘要 担当

1こども発達支援センタ 発達の遅れや障がいのある こども発

一の運営 児童に療育指導を行い、保護i

ﾒの子育てを支援する
85人 継続

達支援

Zンタ

@一
2障がい児のこども発達 障がいのある児童の早期発

こども発
支援センター利用料金

ﾌ助成

見、早期療育を推進するため、

｢就学児の障害者自立支援法
85人 継続

達支援

Zンタ

による利用者負担を助成する 一

3障がい児の通園費の 発達に遅れや障がいのある
こども発

助成 児童の療育指導を進めるため、

ｱども発達支援センターへの交
85人 継続

達支援

Zンタ

通費の一部を助成する 一

4療育相談事業の推進 発達に不安のある子どもと保 こども発

護者の相談・指導を進める 240件 継続
達支援

Zンタ

一

5障がい児保育事業の
юi（再掲） 『 一 一

q）地域における子育て

x援のイに掲載

児童家

?ﾛ
6児童デイサービス事 障がい児に対し日常生活の

業の実施 基本的な動作の指導や、集団 3か所 3か所 福祉課

生活への適応訓練を行う

7地域生活支援事業 障がいのある児童の一時預

（日中一時支援事業） かりや、重度心身障がい児の入 9か所 9か所 福祉課

浴など行う

8特別児童扶養i手当の 特別児童手当等の支給に関

支給 する法律により障がい児への手 実施中 継続 福祉課

当を支給

9重度心身障がい児 重度心身障がい児（者）に対

（者）の医療費の助成 し、医療費の助成を行う 実施中 継続 市民課

10特別支援教育の導 発達障がい児の支援のため、 個別の支援 市内全校
入・推進 小中学校において一人ひとりに 計画策定， （15校）に支 管理

応じた特別支援教育を導入・推 済、支援員 援員を配 課
進ずる 5％配置 置

11特別支援学級介助

�ﾌ配置

　特殊学級の児童の支援と円滑

ﾈ運営のため、介助員を配置する 12人 継続
管理

ﾛ
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4　計画の重点的な取り組み

　この計画は、少子化対策及び子育て支援を推進するために、この計画作りのために実施し

た「ニーズ調査」や保育サービス利用者の意見等を踏まえ、地域や事業者と連携・協力のも

と、新たに次の事業について重点的に取り組んでいきます。

（1）保育園の定員拡大と保育サービスの充実

　以前と比べ、少子化の進行で児童数は増加していませんが、このところの女性の社会進出

の増加等から保育需要が増大し、ほとんどの保育園で定員を超えて受け入れしているにもか

かわらず、一部に待機児童が生じている状況にあります。このため、施設の増築等による定

員の拡大とそれに対応した保育士の増員を図り、保育園の受け入れ体制を拡大します。

　さらに、延長保育や休日保育の実施拡大など、就業形態の多様化に対応した保育サービス

の充実を図ります。

（2）放課後児童健全育成事業の充実

　前述の保育園児と同様に、就学児童においても留守家庭児童が増加していることから、留

守家庭児童を預かる学童クラブの施設環境整備を図るとともに、既存施設における狭隆の解

消などの改善を進めます。

（3）児童館の整備

児童の健全育成のため、地域における子どもの居場所づくりが重要になっており、公園だ

けでなく雨天時や冬期間も使える室内スペースが求められていることから、余裕教室等の空

き施設の活用なども含めて児童館の整備を進めます。

（4）常設の子育て支援センターの整備

　現在認可保育園4園（公立2園、私立2園）で実施されている子育て支援センター事業に

ついて、いつでも利用できるように常設の基幹となる子育て支援センターを整備し、公立2

園の機能を集約します。この整備によって子育て支援センターの利用が促進され、育児サー

クル支援や子育てに関する情報提供等の充実が図られます。

（5）家庭児童相談室の充実’

　少子化や核家族越路、都市化による新しい市民の増加によって地域とのかかわりが薄れ、

育児負担を一人で抱え、子育て家庭の孤立化が危惧されるところです。

　また、子どもの養育に関する悩みや児童虐待に至るケースなどの問題が深刻化、長期化し、

家庭児童相談室が担当する相談・支援業務が増大しています。

　さらに、児童福祉法の改正により児童相談所が担当していた業務を市が担うなど、市の役

割がより求められることにもなりましたので、相談体制の充実を図ります。
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（6）放課後子ども教室の開設

　放課後における子どもの安全な遊び場に対するニーズや子どもを取り巻く家庭、地域の教

育力の低下が指摘されています。

　このため、放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用して、子どもたちの安全・安心な

活動拠点（居場所）を設け、地域の多様な方々の参画を得て、子どもたちと共にスポーツや

文化活動などの様々な体験活動等を実施する放課後子ども教室の導入のため、モデル地区で

の開設に取組みます。　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
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